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　ＺＥＨ－Ｍの普及に向けた取組計画（2030年までの中長期計画）

　登録種別 　主な許可証

宅地建物取引業免許

特定建設業許可証

　C登録における対応可能エリアと規模

　ＺＥＨ－Ｍ導入実績（Ｃ登録の場合は建築実績）

0 件

　ＺＥＨ－Ｍ導入計画（Ｃ登録の場合は受注計画）

0 件

枚

ＺＥＨ－Ｍ Oriented

ＺＥＨ－Ｍ Oriented

ＺＥＨ－Ｍ Oriented

無

無

無

ＺＥＨ－Ｍ Oriented

ＺＥＨ－Ｍ Oriented

ＺＥＨ－Ｍ Oriented

福島

奈良 和歌山

（ １

東北 青森 岩手 宮城 秋田 山形

ＺＥＨデベロッパー登録票

法人名 東建コーポレーション株式会社

ホームページ https://www.token.co.jp/apartment/zeh-m/

弊社では、経済産業省より発表されました「エネルギー基本計画」のもと「2030年度以降新築される

住宅 ・建築物についてZEH基準の水準の省エネルギー性能の確保を目指す」という政策に沿い、外

皮の断熱性能の向上、高効率な設備の導入により大幅な省エネルギー化を進め、再生可能エネル

ギーを導入していくことにより2030年までに賃貸アパート、マンションの平均でZEHの基準を満たす取り

組みを進めていきます。

また耐震性、耐久性の高い賃貸住宅を建設することで住宅としての使用年数（耐用年数）を高め、

それによって部材の生産時と建設時等に発生するCO2排出量の低減化を進めていきます。

Ｄ登録
(マンションデベロッパー等)

Ｃ登録
（建築請負会社等）

／ ２

地域 都道府県 規模

北海道 北海道

神奈川茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京関東

北陸 新潟 富山 石川 福井

中部 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知 規模を問わず対応可能

中国 鳥取 島根 岡山 広島 山口

近畿 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫

四国 徳島 香川 愛媛 高知

沖縄 沖縄

階数

九州 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島

建築物の名称 役割 住戸数 竣工年月
一次エネルギー削減率 ＺＥＨ－Ｍ

ランク

BELS証の

取得有無創エネ含まず 創エネ含む
都道府県 延床面積

2022年4月 22.0 ％

2 沖縄県 358 m² 4階 4戸 2022年9月

1 沖縄県 542 m² 3階 6戸

23.0 ％

集合住宅-20220001 C

集合住宅-20220002 C

3 沖縄県 1,166 m² 4階 24戸 2022年11月 22.0 ％集合住宅-20220003 C

4

その他のZEH-M導入実績件数…

都道府県 延床面積 階数 住戸数

5

竣工年月
一次エネルギー削減率

ＺＥＨ－Ｍランク
創エネ含まず 創エネ含む

建築物の名称 役割

1 沖縄県 376 m² 4階 4戸 2023年4月 24.0 ％集合住宅-20230001 C

8戸 2023年7月

2 沖縄県 1,138 m² 4階

3 沖縄県 859 m²

20戸 2023年4月 22.0 ％集合住宅-20230002

集合住宅-20230003

C

C

C

22.0 ％

その他のZEH-M導入計画件数…

12戸 2023年8月 23.0 ％ ＺＥＨ－Ｍ Oriented

5

集合住宅-202300044 沖縄県 537 m² 4階

4階



）

　C登録におけるＺＥＨ－Ｍ相談の代表窓口

　その他のＺＥＨ－Ｍ相談窓口

枚

窓口を設置しているＵＲＬ https://www.token.co.jp/apartment/zeh-m/

（ ２ ／ ２

2

部署名等 設計積算部　設計業務課

電話番号 052-232-8025

3

支社・グループ会社・部署名等 電話番号 窓口を設置しているＵＲＬ
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